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令和５年度概算要求額

エネルギー対策特別会計 （経済産業省分）

（単位：億円）

令和４年度
当初予算額
（Ａ）

令和５年度
概算要求額

（Ｂ）

増減額
（Ｂ－Ａ）

エネルギー対策特別会計 ７，１８１ ８，２７３ １，０９２

エネルギー需給勘定 ５，５２１ ６，５３４ １，０１３

燃料安定供給対策 ２，４３７ ２，７０９ ２７２

ｴﾈﾙｷﾞｰ需給構造
高度化対策

３，０８３ ３，８２４ ７４１

電源開発促進勘定 １，６１１ １，６６９ ５８

電源立地対策 １，４６３ １，４７８ １５

電源利用対策 １４８ １９１ ４３

原子力損害賠償
支援勘定

４９ ７０ ２１

原子力損害賠償
支援対策

４９ ７０ ２１

一般会計 （資源エネルギー庁分）

令和４年度当初予算額 令和５年度概算要求額

一般会計（資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁分） ４５ ５５

（単位：億円）
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１．原子力災害からの復興と再生

○福島第一原子力発電所における燃料デブリ取り出しの
規模拡大に向けた技術開発の実施

○除染土壌の中間貯蔵の実施に係る原子力損害賠償・
廃炉等支援機構交付金

２．福島新エネ社会構想と
福島イノベーションコースト構想の実現

○再エネトップランナー県に向けた再エネの導入拡大、
関連産業の創出

○福島水素エネルギー研究フィールド（FH2R）による
水素の製造コスト低減や利活用

○福島ロボットテストフィールドを活用した次世代空モビリティの
研究開発の推進

Ⅰ．最重要課題：福島の着実な復興
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事業目的

事業概要

470.0

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

原子力損害賠償・廃炉等支援機構交付金

令和５年度概算要求額 470.0 億円 ( 億円 ）

「原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針」（平成28年12月

20日閣議決定）を踏まえ、中間貯蔵施設費用相当分について、事業期間

（30年以内）終了後5年以内にわたり、原子力損害賠償・廃炉等支援機

構に対し、原子力損害賠償・廃炉等支援機構法第68条に基づき、交付金

を交付します。

福島再生に向けて除染・中間貯蔵施設事業を加速させるとともに、国民負担

の増大を抑制し、電力の安定供給に支障を生じさせないようにすることを目的

とします。

成果目標

原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針（平成28年12月20日閣

議決定）に則り着実に資金交付を行うことを目指します。

交付金
原子力損害賠償・廃炉等

支援機構
国

事業目的

事業概要

新規 )

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

廃炉・汚染水・処理水対策事業

令和５年度概算要求額 億円149.1 （

本事業は、燃料デブリの取出しや放射性廃棄物の処理・処分など、技術的に

難易度が高く、国が前面に立って取り組む必要のある研究開発を支援するとと

もに、（研）日本原子力研究開発機構(JAEA)が実施する遠隔操作装置

等開発・実証試験施設及び放射性物質分析・研究施設における機器等の

整備・運用を支援します。

（１）廃炉・汚染水・処理水対策事業

廃炉・汚染水・処理水対策が進捗していく中で、想定し得ない技術的課題

に対応するため、国からの補助により基金を造成し、当該基金を活用して、研

究開発を支援します。

（２）放射性物質研究拠点施設等運営事業

①燃料デブリの取出しに向けたロボットアームの実証試験や運転員の訓練等

を行うための施設の運用を支援します。

②燃料デブリや放射性廃棄物、ALPS処理水を分析する施設の整備・運用

を支援します。

福島第一原子力発電所の１～３号機建屋内には、燃料デブリ（核燃料が

構造物と一緒に溶けて固まったもの）が800トン以上存在するなど、廃止措

置は世界でも例のない技術的に困難な取組です。本事業は、廃止措置を進

めていく上で、技術的に難易度が高く、国が前面に立って取り組む必要のある

研究開発等を支援し、廃炉・汚染水・処理水対策の取組を安全かつ着実に

進めることを目的とします。

成果目標

廃炉に向けた主要な工程ごとに、技術的課題の解決に向けた「要素技術開発」や

「実証」等の段階を着実に進め、福島第一原発の30～40年後の廃止措置終了

を目指します。

国

基金設置法人
JAEA、

民間企業等

JAEA

（１）

補助
（1/2以下、定額）

補助
（定額）

（２）
補助

（定額）
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１．エネルギー安全保障の再構築

（１）資源・燃料供給網の多様化・強靱化

○石油・天然ガス、ベースメタル・レアメタル等の海外権益を
確保するためのリスクマネー供給、探鉱活動、技術開発等

○砂層型・表層型メタンハイドレートや海底熱水鉱床等の
国産資源の確保や商業化に向けた調査・技術開発の促進

○石油・LPガスの備蓄制度の実施や燃料供給インフラの
レジリエンス強化
・供給途絶リスクに備えた石油備蓄放出の機動性向上
・地域のエネルギー供給を担うSS等の災害対応能力の強化

Ⅱ．国民経済を守りながら、
未来を切り拓くための
エネルギー需給構造への変革
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事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

111.4

エネルギー源の多様化及び供給源の多角化を実現するため、非在来型の石

油・天然ガス開発、水素、アンモニア製造や二酸化炭素圧入による石油の回

収量の向上等に資する技術支援を実施します。

また、我が国の資源開発に係る産業競争力を強化するため、AIやビッグデータ

等のDX化技術を活用した探鉱の効率化や操業コストの削減に資する技術

支援を実施します。

さらに、資源国政府等との関係を強化するため、JOGMECが培った技術を活

用して資源国の技術者等を対象に研修事業を行います。

エネルギー資源の開発促進を目的とした技術支援を通じて、令和12年度までに技

術開発成果をエネルギー資源開発事業へ50件適用します。

石油・天然ガス開発や権益確保に資する技術開発等の促進事業

令和５年度概算要求額 億円 ( )64.0 億円

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）による技術

支援等を通じ、我が国の企業によるエネルギー資源の開発を促進し、エネル

ギー資源の安定供給の維持・強化に資するものとします。

特に、昨今のロシアによるウクライナ侵略など新たにエネルギー安全保障上のリ

スクが顕在化していることを踏まえ、エネルギー源の多様化とエネルギー供給源

の多角化への貢献を目指します。

成果目標

JOGMEC国

交付金

脱炭素燃料・技術の例（イメージ）

事業目的

事業概要

石油天然ガス田の探鉱・資産買収等事業に対する出資金

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

）令和５年度概算要求額 億円 億円388.0(575.0

石油・天然ガスの探鉱・開発・資産買収、水素・アンモニアの製造・貯蔵、

CCS等を行う民間企業に対して、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源

機構（JOGMEC）が、リスクマネー供給による支援を実施するために必要な

出資を行います。

石油・天然ガスの安定的かつ低廉な供給の確保とカーボンニュートラルへの円

滑な移行を同時に実現するため、リスクマネー供給により、我が国企業による

石油・天然ガスの権益獲得、水素・アンモニア等の脱炭素燃料のバリュー

チェーン構築、二酸化炭素回収・貯留（CCS）の事業化を促進します。

成果目標

我が国の石油・天然ガスの自主開発比率を引き上げるとともに、供給源の多角化に

より、石油・天然ガスの安定的かつ低廉な供給を確保するため、石油・天然ガスの

自主開発比率を2030年に50％以上、2040年には60％以上を目指します。

カーボンニュートラルの達成に不可欠な脱炭素燃料の社会実装を進めるため、水素

については2030年に最大で年産300万トン、2050年に年産2,000万トン程度、

燃料アンモニアについては2030年に年産300万トン、2050年に年産3,000万トン

の供給を目指します。

国 JOGMEC プロジェクト会社

出資 出資
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事業目的

事業概要

（１）避難所や避難困難者が多数生じる施設等に設置するＬＰガスタン

ク、石油タンク等を導入する者に対し、ＬＰガスタンク等の購入や設置工事費

に要する経費の一部を補助します。

（２）避難所や病院等、災害時において特に重要な拠点となる施設にＬ

Ｐガスタンク、石油タンク、自家用発電設備等を導入する自治体に対し、タン

クの購入や設置工事及び施設改修等に要する経費の一部を補助します。

災害時において、道路等が寸断した場合に、LPガス充填所やサービスステー

ション（SS）などの供給側の強靱化だけでは燃料供給が滞る可能性があるこ

とから、需要家側においても自家発電設備等を稼働させるため、自衛的な燃

料備蓄体制を構築し、災害時における施設機能の継続を目的とします。

成果目標

多数の避難者が発生する避難所等への導入を促進するため、社会的重要インフラ

にLPガス・石油製品の「自衛的備蓄」を促し、災害対応能力の強化を目指します。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

令和５年度概算要求額 54.0

災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の

推進事業費補助金

億円 ( ）37.5 億円

補助
（定額）

(1),(2)補助
（1/2、2/3等）

民間団体 民間企業等国

事業目的

事業概要

億円 ）令和５年度概算要求額

（１）ＳＳにおける災害対応能力強化に係る設備導入支援

災害時に備えたＳＳにおけるガソリン、軽油等の石油製品の十分な在庫量を

確保するための地下タンクの入換・大型化、ベ－パ－回収設備の導入、災害

時に緊急車両等に優先給油を行う中核ＳＳの自家発電設備の入換を支援

します。

（２）緊急時の石油製品供給に係る研修・訓練等の支援

災害時に円滑な対応ができるよう、緊急車両等へ給油訓練等を行う災害時

対応実地訓練及び自家発電設備の点検研修等の実施を支援します。

災害時において本事業で支援を行ったＳＳのうち営業可能なＳＳの稼働率

100％を目指します。

災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備事業費

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

災害時には、住民生活や復旧活動を支えるガソリン・軽油等の燃料供給拠

点となるサ－ビスステ－ション（ＳＳ）の機能を確保することが重要になりま

す。そのため、近年頻発する災害等を踏まえ、ＳＳの災害対応能力を更に強

化することを目的とします。

成果目標

7.9 億円 ( 6.7

民間団体等

補助

（定額（10/10））

国

（１）

（２）

揮発油

販売業者等

補助

（10/10,3/4,2/3, 

1/2,1/4）

補助

（定額（10/10））

国 民間企業等

※地下タンクの入換・大型化：10/10、3/4、2/3、1/4、ベーパー回収設備：1/2、自家発電設備

の入換：10/10
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１．エネルギー安全保障の再構築

（２）安定した電力供給システムの整備

○分散型エネルギー等を活用した
高度なエネルギーマネジメントシステムの構築
・アグリゲーション技術を導入した新たなビジネスモデルの実証
・系統用蓄電池等の導入支援による電力網の強化
・電力需給ひっ迫に備えた揚水発電の機能向上とFS調査支援

○海底直流送電の実用化に向けた調査や技術開発

○安全を最優先とした再稼働と原子力イノベーションの創出
・高速炉や高温ガス炉等の革新炉の研究開発
・原子力関連サプライチェーンの強化に向けた設備導入や
研究開発

○次世代高効率石炭火力の更なる高効率化と
アンモニア混焼の実証

Ⅱ．国民経済を守りながら、
未来を切り拓くための
エネルギー需給構造への変革
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事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

ギ ガ

（１）運用高度化支援事業

揚水発電の維持に向け、採算性の向上を図るため、収入機会の拡大や費用

削減などに資する運用高度化に必要となる設備投資等への支援を行います。

（２）新規開発可能性調査支援事業

揚水発電の機能強化に向け、新規開発の可能性を検討する調査への支援

を行います。

揚水発電は、電力需給ひっ迫時における供給力、及び再エネの導入が拡大

する中で、再エネの自然変動を平準化できる蓄電能力を有する発電方式とし

て、その重要性が向上しています。他方、揚水時にロスが発生することから揚

水発電は採算性の確保が難しく、今後、揚水発電の停止や撤退リスクの向

上が見込まれます。このため、本事業による揚水発電の運用高度化や導入支

援を通じ、揚水発電の維持及び機能強化を図ることを目的とします。

（１）運用高度化支援事業

（２）新規開発可能性調査支援事業

成果目標

令和5年度から令和9年度までの5年間の事業を通じて、揚水発電の維持及び機

能強化を目指します。

揚水発電の運用高度化及び導入支援補助金

令和５年度概算要求額 17.0 億円 ( ）新規

民間企業

補助
（1/3）

国

民間企業

補助
（1/3）

国

事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

（１）海底地形、海底地質等の調査

海底ケーブルの陸上への揚陸部分等について、海の深さや海底面の地質構

造を把握するための調査を実施します。

（２）敷設・防護手法等に関する技術開発

北海道等から大需要地まで効率的に送電する直流海底連系線の整備に向

けて、先行して必要となる敷設技術開発等に着手することで、確実な着工、コ

スト/工期目標達成、および品質･信頼性の向上を図ります。

エネルギー計画で示された、S+3Eを大前提に、再エネ最優先の原則で再エネ

の最大限の導入に取り組むためには、電力系統の制約解消の加速化が重要

です。

その中でも特に、洋上風力等のポテンシャルの大きい北海道等から、大需要地

まで効率的に送電するための直流送電システムの整備に向けた検討の加速

化が不可欠です。

世界的に類例の乏しい大規模な直流送電システムについて、計画的・効率

的に整備するための技術開発や調査等を行うことで、国内事業の円滑な整

備、海外の整備事業への進出を目的とします。

成果目標

本事業を通じてエネルギー基本計画で示された再エネ目標（2030年度に36～

38%程度）の実現を目指します。

再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代型ネットワーク構築

加速化事業

令和５年度概算要求額 30.0 億円 ( 新規 ）

国 民間企業（調査会社等）

（１）海底地形、海底地質等の調査

NEDO国 民間企業、大学、研究機関等

（２）敷設手法に関する技術開発

交付金

委託

委託
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２．グリーントランスフォーメーション(GX)の実現

（１）クリーンエネルギー導入の加速化

○再生可能エネルギーの最大限の導入
・太陽光発電の革新的技術開発や需要家主導による導入の支援
・日本版セントラル方式の一環として実施する洋上風力発電の
適地の基礎調査
・自然公園法の運用見直しを契機とした国立公園等での
地熱資源量調査

○水素・アンモニアのサプライチェーンの構築と需要創出
・安価な水素の安定供給のための国内外の運搬技術や
共通基盤技術の確立

○カーボンリサイクルやCCSの技術開発・実証事業の推進
・CO2を原料とした合成燃料等の開発
・先進的なCCS事業の支援

Ⅱ．国民経済を守りながら、
未来を切り拓くための
エネルギー需給構造への変革
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事業目的

事業概要

億円

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

需要家主導による太陽光発電導入促進補助金

令和５年度概算要求額 165.0 ( ）125.0億円

再エネ利用を希望する需要家が、発電事業者や需要家自ら太陽光発電設備を設置

し、 FIT/FIP制度・自己託送によらず、再エネを長期的に利用する契約を締結する場合

等の、太陽光発電設備の導入を支援します。令和５年度からは、新たに蓄電池併設型

の設備導入について支援を拡充します。

【主な事業要件例】

・一定規模以上の新規設置案件※であること

※同一の者が主体の場合、複数地点での案件の合計も可（１地点当たりの設備規模

等についても要件化）

・FIT/FIPを活用しない、自己託送ではないこと

・需要家単独又は需要家と発電事業者と連携※した電源投資であること

※一定期間（8年）以上の受電契約等の要件を設定。

・廃棄費用の確保や周辺地域への配慮等、 FIT/FIP制度同等以上の事業規律の確保

に必要な取組を行うこと 等

2030年の長期エネルギー需給見通しや野心的な温室効果ガス削減目標の

実現に向け、再エネの拡大・自立化を進めていくことが不可欠であり、また、需

要家である企業等もSDGｓ等の観点から、いわゆるRE100をはじめとした事

業活動に再エネの活用を求められる状況にあります。しかし、需要家による太

陽光発電の活用は道半ばであり、現時点で必ずしも自立的な導入拡大が可

能な状況には至っていないことから、需要家主導による新たな太陽光発電の

導入モデルの実現を通じて、再生可能エネルギーの自立的な導入拡大を促

進することを目的とします。

民間事業者等が太陽光発電設備を導入するための、機器購入等の費用につい

て、2/3又は1/2を補助する。

※自治体連携型：2/3、その他：1/2

成果目標

令和4年度から4年間を目途に継続して実施する事業であり、2030年の長期エネ

ルギー需給見通しの実現を目指します。

①契約・精算

需要家 小売事業者

発電事業者等

①②の契約等

による紐付け

②契約・精算

【対象事業スキームイメージ】

国 民間団体

補助金

（定額）

補助

（2/3、1/2）
民間企業等
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事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

令和５年度概算要求額

本事業は、太陽光発電の長期安定電源化に資するため、以下の事業を実

施します。

（１）信頼性・安全性確保、マテリアルリサイクル技術の開発等

信頼性・安全性確保のためのガイドライン策定や太陽光モジュールのリサイクル

技術、太陽光発電の発電量の予測技術等の開発を行います。

（２）系統影響緩和のための技術実証等

太陽光発電による系統影響を緩和するため、太陽光発電の出力変動を踏ま

えて調整力として活用できるような制御技術の開発を行います。

（３）太陽光発電の導入可能量拡大に向けた技術開発

太陽電池の更なる高付加価値化や高度化に資する技術の確立を目指し、タ

ンデム型の積層技術の開発や超高効率太陽電池の低コスト化に必要な装

置開発等を行います。

2050年のカーボンニュートラル実現に向け、太陽光発電設備の信頼性・安全

確保、資源の再利用化を可能とするリサイクル技術の開発、出力の変動を高

度に予測するための発電量予測技術、系統影響を緩和する技術の開発、ま

た、太陽電池の更なる導入拡大を図るための高効率化や低コスト化等を行

い、太陽光発電の長期安定電源化に資することを目的とします。

成果目標

令和2年度から令和6年度までの5年間の事業であり、太陽光発電の長期安定電

源化や導入可能量の大幅拡大に資する６件の技術の確立を目指します。

）

太陽光発電の導入可能量拡大等に向けた技術開発事業

34.0 億円 ( 30.5 億円

国

新エネルギー・産業

技術総合開発機構

（ＮＥＤＯ）

交付金

【民間企業等】

共同研究補助(2/3 1/2)、補助(1/2)

【大学等】 委託

(1),(2),(3)委託・共同研究補助・補助

（2/3、1/2）
民間企業、

大学等

＜太陽光パネルの基本的な構造＞

（出典：デュポンHP）
＜タンデム型太陽電池の構造イメージ＞
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事業目的

事業概要

億円

地熱発電の資源量調査・理解促進事業

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

国内の事業者が行う地下構造の把握や資源調査に係るコスト等を軽減し、

地熱開発を促進するために、以下の取組等を行います。

（１）地熱開発の新規有望地点開拓のため、国立公園などにおいて、

JOGMEC自らが先導的資源量調査等を実施。

（２）海外の火山帯における地熱資源調査をJOGMECが実施し、その知

見を蓄積して、国内の地熱開発事業者に提供。

（３）地熱開発事業者が実施する地熱資源量の把握に向けた地表調査

や掘削調査等に要する費用の補助。

（４）地熱開発に対する地域住民等の理解促進に向けた勉強会の開催に

要する費用等の補助。

地熱発電は、自然条件によらず安定的な発電が可能なベースロード電源で

す。一方、我が国は世界第3位の地熱資源量(2,347万kW)を有しています

が、他の再生可能エネルギーに比べ地下構造の把握や資源探査に係る開発

リスク・コストが高いといった課題があることから、地熱発電による発電量は国内

全体の総発電量の1%にも満たない状況です。本事業では、独立行政法人

石油ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）による先導的資源量調査や事

業者が実施する初期調査等への支援等により、国産のエネルギー源である地

熱資源の開発を促進することを目的とします。

成果目標

平成24年度から令和7年度までの14年間の事業であり、地質構造の把握によっ

て、地表調査から掘削調査に移行した件数と、調査段階から探査・開発段階に移

行した件数を6割程度とすることなどを目指します。

)160.0令和５年度概算要求額 億円 ( 126.5

補助(1/2,2/3,3/4,10/10)

国

石油天然ガス・金属鉱物資源機構

（JOGMEC）

JOGMEC 開発事業者等

地方自治体等

(1)補助(定額)、(2)交付金、(3)補助(定額)、(4)補助(10/10)

(1)、(2)

(3)

(4)

令和５年度概算要求額 億円 ( ）

事業目的

事業概要

洋上風力発電事業の実施可能性が見込まれる海域を対象として、

JOGMECが洋上風力発電事業の採算を分析するために必要な基礎調査を

実施します。具体的には、洋上風力発電設備の基本設計に必要となる風

況・海底地盤に関する調査データを取得するために、各種の観測機器を用い

たサイト調査を実施します。

調査で得られたデータは、調査対象海域で洋上風力発電事業を計画する

事業者に提供することで、事業者による発電事業計画の策定を支援します。

洋上風力発電は、大量導入の可能性、コスト低減余地、経済波及効果の

大きさの３つの観点から「再生可能エネルギー主力電源化の切り札」と期待さ

れており、2050年カーボンニュートラルの実現に向けては、洋上風力発電の案

件形成を促進していくことが重要です。

そこで、案件形成の初期段階から政府が主導的に関与する仕組みである

「日本版セントラル方式」の一環として、発電事業の採算性分析に必要となる

情報を得るための調査を実施し、事業者への情報提供を通じて、洋上風力

発電の案件形成の加速化を目指します。

成果目標

令和5年度からの事業であり、毎年度３箇所程度の区域で調査を実施し、令和

22年（2040年）に3,000～4,500万kWの洋上風力発電の案件形成を目指し

ます。

45.0

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

新規

洋上風力発電の導入促進に向けた採算性分析のための基礎調査

事業

国 民間事業者

運営費交付金 委託

JOGMEC

風況観測のイメージ
海底地盤調査（うちボーリング調査）

の作業イメージ
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２．グリーントランスフォーメーション(GX)の実現

（２）エネルギー利用の高度化

○工場や家庭等における省エネの深化
・先進的な省エネ設備の導入補助

○自動車の電動化の促進
・ EVやFCV等の導入支援や充電・水素充てんインフラの整備
・全固体電池等の次世代電池の技術開発

○デジタル産業基盤の核となる半導体の技術開発

（３）経済社会システムの変革を促すGXリーグの実行

Ⅱ．国民経済を守りながら、
未来を切り拓くための
エネルギー需給構造への変革
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事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

成果目標

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、環境性能に優れたクリーンエネル

ギー自動車の普及が重要です。早期に電気自動車や燃料電池自動車等の需

要創出や車両価格の低減を促すと同時に、車両の普及と表裏一体にある充電・

水素充てんインフラの整備を全国各地で進めることを目的とします。

本事業では、導入初期段階にある電気自動車や燃料電池自動車等について、

購入費用の一部補助を通じて初期需要の創出・量産効果による価格低減を促

進します。

また、電気自動車やプラグインハイブリッド自動車の充電設備等の購入費及び工

事費、水素ステーションの整備費及び運営費を補助します。

「グリーン成長戦略」等における、2035年までに、乗用車新車販売で電動車

100%とする目標の実現に向け、クリーンエネルギー自動車の普及を促進します。

また、車両の普及に必要不可欠なインフラとして、充電インフラを2030年までに15

万基、水素充てんインフラを2030年までに1,000 基程度整備します。

クリーンエネルギー自動車・インフラ導入促進補助金

( 245.0 億円 ）令和５年度概算要求額 億円430.3

購入者等

補助（定額,1/2等）補助（定額）

（２）充電インフラ整備事業、（３）水素充てんインフラ整備事業

設置事業者等

補助（定額） 補助（定額,2/3,1/2等）

国

民間団体等国

水素ステーション
普通充電器

（スタンド型）
普通充電器

（コンセント型）急速充電器

ＥV FCVPHV 二輪

（１）クリーンエネルギー自動車導入事業

民間団体等

V2H充放電設備

※補助対象例

※補助対象例

事業目的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

省エネルギー・需要構造転換支援事業費補助金

令和５年度概算要求額

（１）先進事業

工場・事業場における省エネや非化石エネルギーへの転換にも資する先進的

な設備の導入を支援します。

（２）オーダーメイド事業

個別設計が必要となるオーダーメイド設備の導入を含む設備更新等を支援し

ます。

（３）指定設備導入事業

省エネ性能の高い特定のユーティリティ設備、生産設備等への更新を支援しま

す。

（４）エネルギー需要最適化対策事業

エネマネ事業者と共同で作成した計画に基づき、EMS制御や高効率設備導

入、運用改善を行う取組を支援します。

本事業は、工場・事業場における省エネ性能の高い設備・機器への更新や複

数事業者の連携、非化石エネルギーへの転換にも資する先進的な省エネ機

器・設備の導入を支援することで、「2030年度におけるエネルギー需給の見通

し」の達成に寄与することを目的とします。
（１)補助率：中小企業2/3,大企業 1/2

上限額：15億円又は20億円

（２)補助率：中小企業1/2, 大企業 1/3

※投資回収年数７年未満の事業は、

 中小企業者等で1/3以内、大企業・その他で1/4以内

上限額：15億円又は20億円

（３)補助率：1/3、上限額：1億円

（４)補助率：中小企業1/2, 大企業 1/3、上限額：1億円

成果目標

2030年度におけるエネルギー需給の見通しにおける産業部門・業務部門の省エネ

対策（2,700万kl程度）中、省エネ設備投資を中心とする対策の実施を促進

し、省エネ量2,155万klを目指します。

）360.0 億円 ( 253.2 億円

国 民間企業等 事業者等

補助(定額)

補助

(2/3、1/2,1/3,1/4) 
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事業目的

事業概要

高効率・高速処理を可能とする次世代コンピューティングの技術開発

事業

57.0 100.5 億円(

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

令和５年度概算要求額

半導体の開発指標たるムーアの法則の終焉が叫ばれ、既存技術の延長は限

界を迎えつつある中、著しく増加するデータの処理電力を劇的に低減できるよ

うな新原理技術の実現が求められています。

本事業では、ポストムーア時代における我が国の社会課題の解決、さらには

情報産業の競争力強化と再興を目的とし、新原理による次世代コンピューティ

ング技術（量子コンピュータ、脳型コンピュータ等）のハードウェアとソフトウェア

の一体的技術開発を行います。

なお、従来のクラウド集約型から処理の分散化を実現し、ネットワークの末端

（エッジ）で中心的な情報処理を行うエッジコンピューティングに向けた「革新

的AIエッジコンピューティング技術の開発」については令和4年度で終了、「ヘテ

ロジニアスコンピューティング技術の開発」については、令和5年度以降新規事

業「省エネAI半導体及びシステムに関する技術開発事業」へ移管して実施し

ます。

本事業では、新原理技術により高速化と低消費電力化を両立する次世代コ

ンピューティング（量子コンピュータ、脳型コンピュータ等）等の実現に向けて、

ハードとソフト双方の技術開発を実施し、ポストムーア時代における我が国情

報産業の競争力強化、再興を目的とします。

成果目標

平成30年度から令和9年度までの10年間の事業であり、令和9年度までに、既存

情報処理技術に対して100倍の消費電力性能向上を目指します。

（アウトカム指標）令和19年度において約2,729万t/年のCO2削減を目指しま

す。※「革新的AIエッジコンピューティング技術の開発」による成果も含みます。

）億円

民間企業等
交付金 委託

国

新エネルギー・産業

技術総合開発機構

（NEDO）

事業目的

事業概要

（１）新世代パワー半導体の開発

既に実用化が実現している次世代パワー半導体材料と比較して、優れた材

料特性を持ち、製造コストを抑えられる可能性がある酸化ガリウムパワー半導

体の開発に取り組みます。

また、自動最適化や故障予知など、高度な自己制御機能を持った大口径イ

ンテリジェント・シリコンパワー半導体の開発と必要に応じて関連する応用技術

の開発に取り組みます。

（２）半導体製造装置の高度化に向けた開発

市場規模及び市場成長率が大きく、我が国企業の競争力の維持・強化にお

いて重要な半導体製造装置の高度化に係る技術の開発に取り組みます。

近年、産業のIoT化や電動化が進展し、それを支える半導体関連技術の重

要性が高まる中、従来から我が国が強みを持ち、かつ省エネルギー化の鍵にな

るエレクトロニクス製品（以下、「省エネエレクトロニクス製品」）が注目を集め

ており、世界各国で取組が強化されています。本事業では、我が国が保有す

る高水準の要素技術等を活用し、より高性能な省エネエレクトロニクス製品を

開発することで、飛躍的な省エネルギー化を実現します。また、安定的な供給

を可能とするサプライチェーンを確保することで、省エネエレクトロニクス製品の製

造基盤強化を目的とします。

成果目標

令和3年度から令和7年度までの5年間の事業であり、本事業を通じて開発した高

性能の省エネエレクトロニクス製品により、飛躍的な省エネルギー化（令和17年度

において約1,440万t/年のCO2削減）を目指します。

33.0

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

省エネエレクトロニクスの製造基盤強化に向けた技術開発事業

令和５年度概算要求額 億円 ( 25.8 億円 ）

民間企業・

大学等

交付金 委託

国

新エネルギー・産業

技術総合開発機構

（NEDO）
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３．地政学的不確実性とカーボンニュートラルに
対処するためのグローバル戦略の展開

（１）資源外交を通じた資源・燃料の確保

○資源国との脱炭素技術等の協力事業による戦略的な資源外交

（２）アジア・ゼロエミッション共同体構想等の推進

○アジアのゼロエミッション化に向けた脱炭素技術の実証・導入、
人材育成

Ⅱ．国民経済を守りながら、
未来を切り拓くための
エネルギー需給構造への変革
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事業目的

事業概要

国内外の脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国の技術（※）について、

自然条件や規制・制度等の環境が適している国・地域での実証プロジェクトを

補助・委託により実施します。さらに、実証後の導入・普及展開に向けたフォ

ローアップ等の各種支援を行います。

（※）対象技術分野：①電力系統監視・安定化技術、②分散型エネル

ギーシステムの構築及び調整力向上に資する技術、③余剰電力のエネルギー

変換技術、④電化の拡大に資する技術、⑤低コストな水素関連技術、⑥メ

タネーション等、削減・代替効果が期待できるカーボンリサイクル関連技術、⑦

持続可能なバイオ燃料・合成燃料生産技術、⑧ビッグデータ、AI、分散管理

技術等を用いたスマートシティ関連技術、⑨運輸分野のエネルギー転換・脱炭

素化に資する技術、⑩IoT・AI等を活用した産業・業務・家庭分野における

エネルギー効率化技術、⑪従来型ではない先進的な再エネ技術、⑫その他、

エネルギー転換・脱炭素化に貢献する技術

本事業は、国内外の脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国の技術につい

て、海外での実証を通じてその有効性・優位性を可視化し、実証国・地域等

での導入及び我が国での普及展開に裨益することを目的としています。本事

業の取組を通じて、我が国のエネルギー関連産業の国内外への展開、国内外

のエネルギー転換・脱炭素化、我が国のエネルギーセキュリティに貢献することを

目指します。

成果目標

実証終了後7年間までの個別テーマのうち、実証技術が海外で複数件以上導入さ

れた事業の割合を50％以上の水準にすることを目指します。

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国技術の国

際実証事業
 

令和５年度概算要求額 65.0 億円 ( ）64.9 億円

国 民間企業等

国立研究開発法人

新エネルギー・産業

技術総合開発機構

（NEDO）

交付金

委託・補助

（大企業１／２、

中小企業２／３）

• 日本企業が持つ技術の海外展開・市場形成を促進

⇒技術の国際市場での実用性を確認し、自立的なビジネス展開を図る。

（実証データ・技術を持ち帰り、日本国内の課題への対処にも貢献。）
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